
東京都交通局屋外広告物取扱要綱

制  定 平成１２年１月２４日１１交総第１８８８号
一部改定 平成１５年３月３１日１４交総第２４８０号
一部改定 平成１６年３月３１日１５交総第２１７６号

（総則）

第１条 この要綱は、東京都交通局公有財産規程に基づき、屋外広告物設置を許可するにあたって

の標準的取扱方法を定めることを目的とする。

（屋外広告物の定義）

第２条 常時又は一定の期間継続して屋外で公衆に表示されるものであって、看板、立看板、はり

紙又ははり札及び広告塔、広告板、建物その他の工作物等に掲出され、又は表示されたもの並び

にこれらに類するものをいう。

（適用範囲）

第３条 この要綱は、交通局が所有する行政財産のうち、地下鉄駅出入口、自動車営業所等の建築

物の屋上若しくは壁面又は土地への広告物の掲出を許可する場合に適用する。

２ 前項の許可を行う場合は、東京都屋外広告物条例及び同条例施行規則に定める範囲内において

実施するものとする。

（申請手続）

第４条 この要綱に基づく許可に当たっては、屋外広告物の設置を希望する者（以下「申請者」と

いう。）から、次に定める事項を記載した屋外広告物設置許可申請書（別記様式１）を提出させな

ければならない。

(1) 申請者の住所及び氏名（法人にあっては、住所、名称及び代表者名）

(2) 広告物の種類

(3) 設置目的

(4) 設置希望場所の所在

(5) 使用期間

(6) 設置広告物の寸法、面数、総表示面積及び重量

(7) 屋外広告物管理者の住所及び氏名等

(8) 広告主名

(9) その他必要と認める事項

２ 前項に定める屋外広告物設置許可申請書には、屋外広告物設計図書を添えて提出させなければ

ならない。

（許可基準）

第５条 前条に定める申請に対しては、次の各号に該当するとき又はそのおそれがあるときは許可

することができない。

(1) 交通局の事業運営上支障をきたすと認められるとき。

(2) 公の秩序又は善良な風俗に反すると認められるとき。

(3) 美観風致を害すると認められるとき。

(4) その他交通局が不適当と認めたとき。

（許可手続）

第６条 屋外広告物設置を許可する場合、次に定める事項を記載した屋外広告物設置許可書（別記



様式２）を速やかに申請者に交付しなければならない。ただし、記載する必要がないと認める事

項については、省略することができる。

(1) 広告物の種類

(2) 設置目的

(3) 設置場所の所在

(4) 許可期間

(5) 設置許可物件の寸法、面数、総表示面積及び重量

(6) 設置料、延滞金及び設置料の不還付

(7) 使用上の制限

(8) 設置許可の取消し又は変更

(9) 原状回復及び損害賠償の方法

(10) 電気使用料、その他公租公課等の負担

(11) 有益費等の請求権の放棄

(12) その他必要と認める事項

（許可期間）

第７条 屋外広告物設置の許可期間は１年とする。ただし、申請者が１年に満たない期間の設置を

希望する場合は、この限りではない。

（申請等内容の変更）

第８条 第４条に定める申請後、申請書の内容に変更が生じた場合は、速やかにその変更内容を書

面により届け出させなければならない。

（屋外広告物設置料）

第９条 屋外広告物設置料は、別表屋外広告物設置料算出基準のとおりとする。

（延滞金）

第１０条 交通局は、申請者が設置料を納付期限までに納入しなかったときは、その納付期限の翌

日から納付の日までの日数に応じ、当該設置料の金額につき年 14.6％の割合（年当たりの割合は、

閏年の日を含む期間についても 365 日当たりの割合とする。）で計算した延滞金（100 円未満の場

合を除く。）を納付させなければならない。

（準用）

第１１条 この要綱（第６条を除く。）は普通財産に屋外広告物を設置する場合に準用する。この場

合においては、請書（別記様式３）を徴し、契約により処理することとする。

（補則）

第１２条 この要綱の施行に関し必要な事項は、資産運用部長が定める。

附 則（１１交総第１８８８号）

この要綱は、公布の日から施行する。

附 則（１４交総第２４８０号）

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

附 則（１５交総第２１７６号）

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。


